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本日の目的

・ 大阪府立大学の過去の改革も振り返りながら、

現状と評価について、共通認識を高める

・ 府が公費で支える大学として問題提起を行い、

今後の大学改革の必要性についての認識を

共有する
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第１章 府大の現状と位置づけ

第２章 経営と改革の評価

第３章 問題提起

今後の可能性

本日の内容
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第１章 府大の現状と位置付け 要旨

• 府立大学は歴史的には、工業専門学校、農業専門学校、師範学校など
の複数学校の統合により開学した浪速大学を前身とし、平成１７年に旧
大阪府立大学、大阪女子大学、府立看護大学の３大学を統合して現在
の姿になっている

• 規模的にも学生数は７千９百人と神戸大学の半分程度の規模を有して
いる

• 共同研究、受託研究、科学研究費などでは上位に入っており、研究水準
は高い。また、各種評価機関の評価、偏差値などを勘案すると、大学とし
ては比較的高いレベルのブランドを有している

• また、人材供給においては、大阪府域内外から多くの人材を集め、産業
界へ人材を輩出している

• 保有資産の価値（府保有土地、及び有形固定資産）は約1,100億円と
なっている

• 府内には同規模の公立総合大学である市立大学が存在し、学部・学科
編成においても類似分野が多く存在する
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●大阪府立大学の開学（三大学統合）及び

公立大学法人化

●府立看護大学の開学

●大阪府立大学の開学（浪速大学を改称）

●府立浪速大学･大阪女子大学の開学

●工業専（S14）●化学工業専（S18）

●農業専(S19） ●獣医畜産専（S21）

●師範学校(S10） ●府女子専（T13）

府立大学年 (参考）公立大学を巡る動き 公立大学数（校）

◇帝国大学令（M19）

◇専門学校令（M36）

◇大学令（Ｔ8）

S24 ◇新制大学制度創設（S22年 学校教育法制定）

S30 ◇地方財政の逼迫 → 国立大学への相次ぐ移管

S44
◇公立大学の運営に関する覚書（自治省・文部省）
☞設置認可の制限、施設整備助成措置の検討

S46
◇公立大学の地方交付税措置（医歯系）
◇46答申 ☞学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策について

S48 ◇公立大学の地方交付税措置（文系）

S51～
◇高等教育の計画的整備
☞地域間の格差是正や人材育成などに限定。大都市部の新増設抑制

S53～H13 ◇地域総合整備事業債による大学整備の推進

S61～H4

◇高等教育の計画的整備
☞18歳人口のﾋﾟｰｸは1992年 ☞定員増の推進
☞国・地方公共団体、学校法人の協力方式による高等教育機関の整備

H3 ◇大学設置基準の規制緩和

H6 ◇看護師等人材確保法制定（H4)

H10 ◇21世紀の大学像と今後の改革方策について（答申）

H16 ◇公立大学法人制度、認証評価制度の創設

H17 ◇わが国の高等教育の将来像（答申）

21(S24)

31(S30)

35(S45)

36(S55)

41(H2)

52(H7)

72(H12)

出所：公立大学協会及び各大学のホームページ等の公表資料を基に作成

府大の歴史的経緯

77(H21)
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■浪速大学（S24年） ■大阪女子大学（S24年）

工学部 農学部 教育学部 教養部 学芸学部

■大阪府立大学（S30年）

■大阪府立大学（H17年） 府の直営 ⇒ 独立行政法人化

経済学部（S29）

社会福祉学部（S56）

総合科学部（S53）

■府立看護大学（H6年）

教養部（S32）

工学部 生命環境科学部 経済学部 理学部

社会事業
短大（S25）

看護短期大学（S53）

・工業専門学校
・化学工業専門学校

・農業専門学校
・獣医畜産専門学校

・青年師範学校

工学部別科

人間社会学部 看護学部 総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部

理学部
（Ｈ11)

人文社会学部
（Ｈ11）

看護学部

・女子専門学校

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部

・淀川工業専門学校
・機械工業専門学校

工業短期大学部
（S28）

総合教育研究機構産学官連携機構

工業高等専門学校
（Ｓ38）

短期大学部

【付図】府大の歴史的経緯
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主要な大学との比較（学生数規模、大学院含）

・日本大学 ２万２千人

・早稲田大学 １万人

・慶応義塾大学 ６千１百人

・立命館大学 ８千７百人

・近畿大学 １万１千人

・関西大学 ６千２百人

・同志社大学 ４千６百人

・関西学院大学 ２千人

・東京大学 ５千１百人

・大阪大学 ５千８百人

・京都大学 ６千３百人

・神戸大学 ３千５百人

・東京工業大学※ ８千人

・東京農工大学 ４千５百人

・大阪市立大学 １千６百人

・首都大学東京※ ２千３百人

・大阪府立大学 ２千７百人

私立大学（理工系学部）※国公立大学（工学部）

・日本大学 ７万２千人

・早稲田大学 ５万４千人

・慶応義塾大学 ４万３千人

・立命館大学 ３万６千人

・近畿大学 ３万４千人

・関西大学 ３万人

・同志社大学 ２万７千人

・関西学院大学 ２万２千人

・東京大学 ２万８千人

・大阪大学 ２万４千人

・京都大学 ２万２千人

・神戸大学 １万７千人

・東京工業大学 １万人

・東京農工大学 ６千人

・大阪市立大学 ９千２百人

・首都大学東京 ９千人

・大阪府立大学 ７千９百人

私立大学（全学部）国公立大学（全学部）

（注）工学部を設置している大学については、工学部の学生数（学部と大学院）を記載。それ以外の大学については、理工系学部の学生数を記載

（※東京工業大学（大学院）、首都大学東京、私立大学）

出所：各大学のホームページ等の公表データを基に作成
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出所：文部科学省公表資料「平成20年度科学研究費補助金の配分について」、「平成20年度 大学等における産学連携等実施状況について」を基に作成

府大の位置づけ：研究水準

137東京都市大学私165岩手大学国309信州大学国30

139宮崎大学国173横浜国立大学国311鹿児島大学国29

139熊本大学国179茨城大学国311愛媛大学国28

152大阪府立大学公189九州工業大学国313大阪府立大学公27

153長崎大学国192徳島大学国325山口大学国26

155北里大学私200名古屋工業大学国327大阪市立大学公25

156新潟大学国202電気通信大学国351徳島大学国24

160東京理科大学私204岐阜大学国353群馬大学国23

160千葉大学国211金沢大学国378長崎大学国22

163信州大学国212岡山大学国399日本大学私21

165鹿児島大学国215山口大学国405東京医科歯科大学国20

183神戸大学国218神戸大学国428新潟大学国19

212筑波大学国227三重大学国446熊本大学国18

218岡山大学国230早稲田大学私537金沢大学国17

226立命館大学私241静岡大学国572早稲田大学私16

242近畿大学私255信州大学国606岡山大学国15

248広島大学国266東京農工大学国606千葉大学国14

249日本大学私267大阪府立大学公630独立行政法人理化学研究所国13

290東京工業大学国293千葉大学国671慶應義塾大学私12

305東海大学私295広島大学国701東京工業大学国11

381東京女子医科大学私295筑波大学国751神戸大学国10

386名古屋大学国394慶應義塾大学私811広島大学国9

415慶應義塾大学私410名古屋大学国911筑波大学国8

449北海道大学国473北海道大学国1310北海道大学国7

454早稲田大学私525東京工業大学国1351名古屋大学国6

575九州大学国611九州大学国1396九州大学国5

589大阪大学国768大阪大学国1941大阪大学国4

596東北大学国786東北大学国1952東北大学国3

684京都大学国820京都大学国2304京都大学国2

1,066東京大学国1,214東京大学国2,896東京大学国1

件数機関名区
分件数機関名区

分件数機関名区
分順位

平成20年度 科研費、共同・受託研究の実績
◆共同研究 ◆受託研究◆科学研究費補助金（新規＋継続分）採択
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【付図】運営費交付金規模と科研費獲得実績の国立大学との比較
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（注）平成２０年度運営費交付金が８０～２００億円規模の国立大学と府立大、市立大を比較したもの。

出所：文部科学省公表資料「平成２０年度科学研究費補助金の配分について」（新規分と継続分）を基に作成

左ﾒﾓﾘ：

運営費交付金

右ﾒﾓﾘ：

科研費獲得件数

○府立大は、規模が同等の国立大学

と科研費の獲得件数を比較すると、

獲得実績が高い。

☆



99(注）※大阪府大（獣医）の偏差値については、朝日新聞出版「2009年版 大学ランキング」を基に参考記載
出所：朝日新聞出版「2010年版 大学ランキング」を基に府立大学に設置されている学部を中心に作成

京都:理 67 ※大阪府大（獣医） 69 京都:法 69 同志社:法 65

京都:工 67 京都:経済 67

京都:農 67 大阪:法 67

大阪:理 65 大阪:経済 67

大阪:工 65 神戸:法 66

大阪:基礎工 65

神戸:理 63 大阪府大:工 63 同志社:生命医科学 63 京都：医[人間科学] 64 京都府医：医[看護] 60 神戸:経済 63 大阪市大:法 63 同志社:経済 63

神戸:農 63 大阪府大:生命 61 同志社:理工 62 大阪：医[保健] 62 大阪市大：医[看護] 60 神戸:経営 63 大阪市大:経済 62 同志社:商 63

神戸:工 62 大阪市大:工 60 立命館:生命科学 61 神戸：医[保健] 61 大阪市大:商 61 立命館:法 63

大阪府大:人社 60 立命館:国際関係 63

関学:法 62

京都工繊:工芸科学 57 大阪市大:理 59 立命館:理工 59 滋賀医科:医[看護] 55 兵庫県大:看護 58 甲南女子：看護ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 56 滋賀:経済 57 大阪府大:経済 59 関大:商 59

奈良女子:理 57 兵庫県大:理 58 関大:環境都市工 58 大阪府大:看護 57 京都橘：看護 55 和歌山:観光 57 兵庫県大:経済 57 関大:社会 59

神戸:海事科学 56 大阪府大:理 57 関学:理工 58 大阪府大:総リハ 57 佛教：保健医療技術 55 兵庫県大:経営 56 関学:人間福祉 59

立命館:情報理工 57 奈良県医大:医[看護] 56 関西医療：保健医療 55 関大:経済 58

関大:化学生命工 57 神戸市看護:看護 55 龍谷:法 57

関大:ｼｽﾃﾑ理工 56 甲南:法 57

近大:法 56

和歌山:ｼｽﾃﾑ工 52 滋賀県大:工 53 近大:農 54 和歌山県医:医[保健看護] 54 兵庫医療：ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 54 和歌山:経済 54 京産:経済 54

兵庫県大:工 53 甲南:理工 52 滋賀県大:人間看護 53 兵庫医療：看護 53 近大:経営 53

京産:工 51 千里金蘭：看護 52 京産:経営 52
京産:ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ理工 51 姫路獨協：医療保健 52 摂南:法 51

龍谷:理工 51 畿央：健康科学 52 神戸学院:経済 51

大工大:工 49 京都医療科学：医療科学 48 追手門学院:経済 49

近大:生物理工 49 太成学院：看護 48 追手門学院:社会 49

大工大:情報科学 48 近大姫路：看護 48 大阪経済:経営情報 49

近大:工 48 藍野：医療保健 47 桃山学院:法 49

京都学園:ﾊﾞｲｵ環境 46 森ノ宮医療：保健医療 46 桃山学院:経営 49

公立 私立 国立 公立 私立

偏

差

値

※

【理工農水産系】
（50学部）

【保健系】
（62学部）

【経済・社会系】
（120学部）

国立 公立 私立 国立

69

〜

65

64

〜

60
他８学部

59

〜

55

他９学部

54

〜

50
他４学部 他4学部 他１０学部

50
未
満

他６学部 他3学部 他５３学部

府大の位置づけ：受験生偏差値（関西圏）
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府立大学の認知度

出所：「平成21年5月 府民を対象としたインターネット・アンケート調査結果」を基に作成

４２．７％名前だけなら聞いたことがある

回答率項 目

３．５％全く知らない

４０．７％
どのような大学かはある程度
イメージできる

１３．１％よく知っている

【回答結果】

○９割５分以上の回答者が府立大学を

認知しているが、「名前だけなら聞いた

ことがある」層が４割を占め、認知の質

が高いとはいえない。
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学生の教育サービスへの満足度

１．教養教育の教育水準・教育体制

２．専門教育の教育水準・
教育体制

３．教室の設備・環境

４．教育用パソコン
の設備

５．図書館・
各学部等図書館

６．教育支援(履修アドバイス等）

７．生活支援(心理カウンセリング等）

８．就職支援
(キャリアカウンセリング等） ９．教員との交流機会

１０．他の学生との交流機会

１１．校風・キャンパスの雰囲気

１２．クラブ・サークル活動

１３．資格・免許の取得

１４．インターンシップ １５．奨学金など学費援助制度

１６．他大学との連携

１７．自由の満喫

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

各項目の部分満足度

各
項
目
の
総
合
満
足
度
向
上
へ
の
寄
与
度

出所：「平成20年3月 府立大学実施の卒業生アンケート調査の再分析結果」を基に作成

重要であるが

満足度が低い
満足度が高い

○府立大学の教育サービスに対しては、「専門教育」への高い満足度が見られた。

一方、「生活支援」、「就職支援」などは満足度が低く、その改善が総合的な学生

満足度アップに重要である。

○サービス業としての大学マネジメントが求められている。
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地域への人材供給 ～学生（全分野）の出身地、就職先～

 近畿外

 24.3%

 近畿地区
（大阪府以外）

 36.3%

 

大阪府内

39.4%

入学者（％）地域H20年度

４２．２％近畿外

３３．１％近畿（府を除く）

２４．７％大阪府内

大 阪 大 学

１５．８％近畿外

３９．６％近畿（府を除く）

４４．６％大阪府内

大阪市立大学

大阪府内
41.1%

近畿外
42.1%

近畿地区

(大阪府以外)

16.8%

大阪府内就職者
分野別内訳

【 参 考 】

●地域別入学状況（平成２０年度）●地域別入学状況（平成２０年度） ●就職状況（地域・業種別割合）（平成２０年度）●就職状況（地域・業種別割合）（平成２０年度）

金融・保険

12.8%

医療・福祉

22.7%

製造業

28.6%

公務

10.7%

情報通信

4.5%

卸・小売

3.0%

その他

6.1%

サービス

6.7%

教育

4.9%

出所：大阪府立大学の平成20年度実績及び各大学のホームページ等の公表データを基に作成
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地域への人材供給 ～府立大学の人材育成機能～
【府立大学がない場合の人材流出】

（注）・受験実績法とは、府立大学の競合大学と考えられる大学を回答者につき
１大学抽出し競合大学を推定したもの。なお、競合大学は次のように推定。
①府立大学が第１志望の場合は、第２志望大学を競合大学とする。
②府立大学が第２志望以下の場合は、第１志望大学を競合大学とする。
③なお、分析では府大志望順位が不明の回答、競合大学が不明の回答は除外。
・仮想法とは、「府立大学を受験しなかった場合に受験したであろう大学」について
回答させ、競合大学を推定したもの。

受験実績法と

仮想法の平均
47.2％

府内残留

府内人材

府内非流入府内流入府外流出

府外人材

52.8％ 71.6％28.5％

工学部

生命環境学部

理学部

経済学部

人間社会学部

看護学部

総合リハ学部

府大合計

（航空宇宙工学
科）

（獣医学科）

（社会福祉学
科）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

卒
業
生
の
府
内
本
社
企
業
へ
の
就
職
割
合

入学生の府内高校卒業割合

阪大 市大

人材輩出型

人材吸収型 地域密着型

全国型

【府立大学卒業生の人材育成機能の地域性】

出所：「平成21年4月 府立大学新入生を対象としたアンケート調査結果」などを基に作成

○仮に府立大学が大阪に立地しなけ

れば、現在の府立大学生の府内出

身者の５～６割が府外に流出し、府

外出身者の７割が府内に流入しな

いと推定される。

○入学生・卒業生の地域動向を見る

と、大学全体としては「全国型」に分

類できる。

○学部別では工学部は入学卒業共に

府外割合が高い「全国型」に、看護・

福祉系学部は「地域密着型」に分類

できる。
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資産評価

14

□ 土 地（各キャンパスの敷地（79筆、62.5万㎡）は大学法人へ無償貸付）

公有財産台帳価格(H20.4.1時点）：約７６７億円

□ 建物（出資建物・無償貸付建物・大学資産建物（217棟、建：約10万㎡、延：約28万㎡））

出資分（減価償却後） ：約２４７億円

無償貸付建物（ 〃 ）：約 １８億円

大学資産建物（ 〃 ）：約１３２億円

計 約３９７億円

⇒資産評価（土地＋建物）＝約１，１００億円

公立大学法人大阪府立大学の施設・出資財産
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大阪市立大学との比較（概要）

約１６８億円（⑱年度決算）

約１５７億円（⑲年度決算）

約１２３億円（⑱年度決算）

約１１８億円（⑲年度決算）
運営費交付金

７９,６４４人（～⑳）
８４,６７３人（～⑳ 浪速大学、大阪女子大学、

府立看護大学含む）
卒 業 生 数

約３５万㎡（出資）約２３万㎡（出資）施 設 面 積

常勤６ 非常勤１ 監事１常勤６ 監事２役 員

９，１６５人

（学部７，１２７人、大学院２，０３８人）

７，９４９人

（学部６，４１６人、大学院１，５３３人）
学 生 数

杉本、阿倍野

（梅田サテライト、刀根山結核研究所、

理学部附属植物園）

中百舌鳥、羽曳野、りんくう

（なんば・森ノ宮・中之島サテライト）
キ ャ ン パ ス

約５４万㎡（出資）約６２．５万㎡（無償貸与）校 地 面 積

大阪市立大学大阪府立大学

１，０１３人（内、教員７３２人）

※附属病院分１，０４９人除く
９３７人（内、教員７２３人）教 職 員 数

商学、経済学、法学、文学、理学、工学、
医学（看含む）、生活科学

工学、生命環境科学、理学、経済学、

人間社会学、看護学、総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学
学 部

大阪市大阪府設 立 団 体

出所：各大学のホームページ等の公表データを基に作成 （平成21年5月1日現在）
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第１章 府大の現状と位置づけ

第２章 経営と改革の評価

第３章 問題提起

今後の可能性

本日の内容
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第２章 経営と改革の評価 要旨

• 平成17年に全国自治体に先駆け、法人化を実施するとともに３つの大学

を統合するなど、大幅な改革を行ってきた

• その成果として、研究面においては科学研究費の獲得実績を伸ばし、企

業との共同研究、受託研究件数も増加させたほか、コスト面においては

教職員数の削減等を実施し、人件費のカットにも取組み、一般財源投入

額、依存率も年々減少させてきた

• これまでの改革は、外部評価委員会からも評価され、新聞記事などでも

取り上げられるなど外部からも評価されている

• しかし、法人化後に検討予定であった学部再編などの重要課題について

は未検討で、改革は不完全な状態である
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平成１７年の府大改革の概要

●法人化に伴う役員主導型運営

への変更で意思決定が迅速化

● 科学研究費の獲得を始め、企

業等との共同・受託研究等の産

学連携実績を年々増加。このこ

とにより、外部研究資金の獲得

は着実に増加している。

● 教職員の計画的削減を進め

た結果、運営費交付金額は減

少している。

◆ 公立大学法人化（既存大学では

全国に先駆け）

◆ 三大学（大阪府立大学、

大阪女子大学、府立看護大学）

の統合化

◆ 統合化に伴う学部再編

（９学部９学科→７学部７学科）

◆ 産学官連携機構や総合教育研

究機構など、社会との繋ぎ組織

の設置

◆ 女子大キャンパスの廃止と

りんくうキャンパスの開設

◆ 組織のスリム化（教員、職員の

削減等）、一般財源投入額の

削減

○ 国際的な競争力を持つ活性化さ

れた地域をつくっていくためには、

何よりも“知”の力を重視したい。

わけても大阪には知の集積の長

い伝統がある。そしてそれを担うの

は人材である。しかし現在、社会

のいたるところに制度疲労があり、

現状のままでは未来への対応は

難しく、大学といえども例外ではな

い。

○ 未来に向かって今三つの決断が

求められている。

第一は、新しいものを構築する

ための決断

第二は、既存のすぐれたものを

護り育てる決断

第三は、縮減・整理・再構築をする

決断

改革の成果平成１７年の府大改革の概要
「府大学のあり方検討会議

（H14.2月）」の最終報告（抜粋）
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改革後の府大（１）

12,117

30,184

26,350

21,181

13,466

296

328 335

371

409

267

201
218

172

141
152158169

96
132

151
132

153

74

139

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

(件）

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（人）

科学研究費

共同研究

受託研究

特許出願

件数

公開講座

参加者数

～科学研究費・共同研究・受託研究・特許出願件数、公開講座参加者数～

出所：府立大学の各年度毎の実績を基に作成
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改革後の府大（２）

14,311

13,031

13,121

11,922

10,812

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

16年度

17年度

18年度

19年度

20年度

（百万円）
～大学予算（一般財源投入額、依存率）、教職員数～

一般財源投入額

大学予算：20,604

（依存率69.5％）

238755

職員数教員数

225747

248793

276817

296833

大学予算：19,106

（依存率68.2％）

大学予算：19,494

（依存率67.3％）

大学予算：19,104

（依存率62.4％）

大学予算：18,001

（依存率60.1％）

出所：「各年度大阪府一般会計予算」を基に作成。教職員数は大阪府立大学の各年度（４月１日現在)実績を基に作成
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16年度20年度16年度20年度

横浜市立大学首都大学東京大阪市立大学大阪府立大学

20年度16年度20年度16年度

大 学 予 算 と

運営費交付金

教 職 員 数

学 生 数

7,958
8,559

4,043 4,539

9,1897,916 9,308 9,044

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000(人）

1,129
1,266

861
742

972 1,042
1,146

774

0

500

1,000

1,500（人）

20,604

25,737

15,871

23,738

16,572

12,072

18,445

14,311

10,960

18,001
20,284

11,873

18,135

13,243
10,812

7,878

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
(百万円）

他公立大学の改革との比較（同時代の改革）

大学予算

運営費

交付金

（注)首都大学東京の運営費交付金には、高専・産業技術大学院大学等を含む
出所：公立大学協会「公立大学実態調査表」（各年５月１日現在）などを基に作成
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項 目 内 容 根 拠

外

部

地方独立行政法人

評価委員会

・各事業年度に係る業務の実績に関する評価

・中期目標に係る業務の実績に関する評価

・中期目標期間の終了時の検討に対する意見

地方独立行政法人法

28、30、31条

大学評価・学位授与

機構

・教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な

状況についての評価 （今年度実施）
学校教育法109条②

府民
・府民ネットアンケート

・産業界へのアンケート調査
任意

民間調査機関等 ・研究実績等を踏まえた他大学との比較評価（ランキング等） －

内

部

内部評価
・部局及び全学単位での自己点検・評価 （3年ごと）

（平成17年度から実施）
学校教育法109条①

学生
・入学生アンケート

・卒業生アンケート
任意

府大に対する点検・評価体制の全体像
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大 阪 府

■運営の基本的事項の設定

■交付金、出資・貸付等により

法人の取組みを支援

※教育研究の特性に配慮が必要

公立大学法人大阪府立大学

■自律性・機動性を発揮した大学運営

■『中期目標』・『中期計画』の達成

（委員:８名（委員長：奥林摂南大学経営情報
学部教授））

○中期目標、中期計画等の知事への意見

○各事業年度、中期目標期間終了時の評価

○必要に応じ業務運営の改善勧告

（委員:８名（委員長：奥林摂南大学経営情報
学部教授））

○中期目標、中期計画等の知事への意見

○各事業年度、中期目標期間終了時の評価

○必要に応じ業務運営の改善勧告

大阪府地方独立行政法人評価委員会

【役割】

○中期計画の認可
○理事長、監事の任命
○違法行為の是正命令
○年度評価結果の議会への報告

●定款の策定・変更

●料金の上限の認可

●中期目標（現行はH22年度までの6年間）

の策定・変更

●出資

●運営費交付金の交付 等

●重要財産の処分等

●解散

議会の議決事項

■意見、評価結果・勧告内容

を知事に報告

地方独立行政法人評価委員会の役割
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大学評価（地方独立行政法人評価委員会）

●平成20年度評価●平成20年度評価

DCBAＳ（１）教育研究等の質の向上

◆「環境が様々変化する状況

の中で、法人として自律的

に行動し、着実に成果をあ

げている。これは、地方独

立行政法人の目指すべき

モデルであり、当初の中期

計画を十分達成しつつある

ことについて、府立大学の

努力を高く評価する。」

「全体として年度計画及び中期計画
のとおりに進捗している」

全 体 評 価

DCBAＳ（３）財務内容の改善

DCBAＳ（２）業務運営の改善及び効率化

B

B

A

A

Ｓ

Ｓ

平成２０年度評価

DC（５）その他の業務運営

DC（４）自己点検・評価及び情報提供

評価のコメント（要旨）項 目

※Ｓ：特筆すべき進捗状況 Ａ：計画どおり Ｂ：おおむね計画どおり Ｃ：やや遅れている Ｄ：重大な改善事項あり

平成１７・１８・１９年度評価：全体として年度計画及び中期計画のとおりに進捗している

●17･18･19年度評価●17･18･19年度評価
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（＋）法定評価は着実にこなし、評
価の点も比較的高い。

（－）大学ランキングや社会の評価
に対する意識が希薄。

（－）府大の名前は知られているが
内容はよく知られていない。

（＋）民間出身理事も役員に参画し、
役員主導型運営に改革した
ため、従来よりも、意思決定
が迅速化している。

（－）国立大学準拠主義や総合大
学を希求し、公立大学として
のアイデンティティを求める
姿勢が弱い。

（－）教育研究成果や社会貢献事
業などの活動を社会にアピー
ルし、説明責任を果たしてい
こうとする姿勢が弱い。

特徴・コメント⑰以前 現状（⑰改革後）

設
置
者

○設置者：大阪府
◆設置者：公立大学法人
（地方独立行政法人化）

意
思
決
定

○大学評議会が事実上の
最高意思決定機関
○学部教授会で教員人事、
予算執行など学部の
管理運営を掌握

◆トップ・マネジメント体制により意思決定
の迅速化
◆経営陣に民間出身理事2名登用（5名中）
→経営担当：シャープ、産学担当：松下

◆部局長の人事・予算面での権限を強化
→教授会の審議事項を精査

◆教員人事は、法人人事委員会で決定

評
価

○部局別自己点検評価
（Ｈ4～）
○㈶大学基準協会の相互
評価（Ｈ10）

◆地方独立行政法人評価委員会の法人
評価（Ｈ17～）
◆認証評価機関による大学評価（Ｈ21）
◆部局及び全学単位での自己点検・評価
（Ｈ17～）

改革の詳細（１）：大学経営

25

取組みができていると判断するもの（＋）

取組みができていない、十分でないと判断するもの（－）で表示 以下同
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（＋）総合教育研究機構にて全学の基

礎教育を実施。補習授業の実施

やＴＯＥIＣの推進など専門教育に

繋げる基礎・教養教育を充実。

（－）教育力の向上、例えば卒業生の

質が向上したかどうかは、定量化

できていない。

（＋）研究費の申請主義、重点配分等、

工夫はあり。

（＋）外部研究資金の獲得も、順調に

伸びている。

（－）学際的研究は進んだが、ＣＯＥ

など拠点性のある研究の数は少

ない。

（－）テーマにおける府政の課題との

共有は多いとは言えない。

（＋）重複学部を再編整備し、効率化

を図った。

（－）大学統合に伴う学部再編を乗り

越えたが、次期中期目標に向け

検討課題となっている教育研究

体制の検討がなされていない。

特徴・コメント⑰年度以前 現状（⑰改革後）

学
部
・
学
科

○大阪府立大学

（5学部6研究科)

○大阪女子大学

(2学部2研究科)

○大阪府立看護大学

(2学部1研究科)

◆大阪府立大学(7学部6研究科)

としてスタート

府大総合科学部・社会福祉学部と

女子大理学部・人文社会学部を

再編統合

⇒『理学部』と『人間社会学部』を

構成

研
究

○一律配分

○科研費補助金獲得実績

Ｈ16 296件 6.7億円

◆申請主義、理事長裁量による重点

配分

◆教員活動業績評価による研究費の

配分

◆科研費補助金獲得実績

Ｈ20 409件 11.1億円（対Ｈ16比165%）

◆他、競争的資金の申請、獲得件数

◆21世紀科学研究機構設置（H21～）

教
育

○基礎教養担当部局はなく、

府大は総合科学部、

女子大・看護大は各学部

で実施

◆補習授業の実施や初年度教育の

充実

◆ＧＰＡの導入

◆学期ごとに全学生を対象とした授業

アンケートを実施

改革の詳細（２）：教育研究
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（＋）公開講座や出前講義など、

受講者数の実績を伸ばして

いる。

（－）大阪（約4割）や関西（2割弱）

の就職率は約6割。

（－）試験研究機関や工業高専、

地域教育機関との連携を

図っているが、実績が不十分。

（＋）共同・受託研究等の産学連

携実績は、年々増加している。

（＋）新聞記事でも実績が取り上

げられるケースが増えている。

（－）府内企業や中小企業との産

学連携実績は、全体の4割以

下。

（－）企業への組織的アプローチ

が弱いという指摘がある。

特徴・コメント⑰以前 現状（⑰改革後）

産
学

連
携

○教員個々の活動で、

学部単位で産学研究

会を設置

《Ｈ16共同研究》

→全国22位

《Ｈ16受託研究》

→ランク外

◆産学官連携機構を創設（産学連携ｺｰﾃﾞｨ

ﾈｰﾀの配置、知財ｾﾝﾀｰの設置）企業と

の共同研究・受託研究件数は年々増加

《Ｈ20共同研究》

→全国第13位（公立大第1位）

《Ｈ20受託研究》

→全国第27位（公立大第1位）

◆全国で初めて、企業内に大学の研究所

を設置

地
域
貢
献

○学部毎の取組(土曜

講座、府民講座のみ

大学実施）

◆エクステンションセンターの設置

◆公開講座等充実

Ｈ20 47講座 延べ受講者数 30,184人

改革の詳細（３）：地域貢献
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（＋）職員を約3割削減。

（－）依然、府職員の派遣が大きな

ウエイトを占め、広報、企業・

学生に対する支援を始め、役

所的な経営実態から脱却でき

ているとは言えない。

（＋）大学の成果を高めながら、教

職員の削減等により、一般財

源投入額を約3割減らすことが

できている。

（－）任期制や年俸制は、本格導入

まで至っていない。

（－）教員へのインセンティブ策は、

一部導入されたが、業績評価

の給与等へ反映などは、実施

されていない。

特徴・コメント⑰以前 現状（⑰改革後）

制
度

○公務員型 ◆非公務員型

教
員
人
事

○原則公募制

○任期制は外国人

教員中心

◆公募制

◆任期制の導入

（教授、准教授、講師、助教）

◆年俸制の導入（教授等）

◆兼職兼業の範囲拡大

◆裁量労働制の導入

○三大学併せた教員

定数（H14：944名）

◆10年間で教員定数の25％削減

（Ｈ14：944⇒Ｈ24：708名）

○制度なし

（特別昇給の可否は、
論文数・学部運営管理
への貢献等で決定）

◆教員活動自己点検・評価

（Ｈ18年度～）（研究費配分に反映）

◆科研費等外部研究資金の獲得状況及び

学位指導実績による表彰

職
員
人
事

○全職員が府職員

（Ｈ16：296名）

◆職員の削減

（Ｈ16：296⇒Ｈ21：214名（うち、府職員：182名））

◆府派遣職員、ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員、契約職員など

多様化

◆職員人件費、管理的経費を漸次、削減

（外部委託等）

改革の詳細（４）：人事制度

28
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（＋）外部研究資金の獲得は着実に

増加している。

（－）府からの運営費交付金の額は

減っているが、交付金への依存

率は、6割近い。

（－）納付金の見直しは、部分的に

は実施されているが、大学全体

での納付金見直しについては、

取組みが遅れている。

（－）基金の設置など、取組みが遅

れた。

特徴・コメント⑰以前 現状（⑰改革後）

制
度

○官庁会計(予算主義) ◆企業会計原則（決算主義）

事
業
費

○府大事業費
◆運営費交付金、施設整備補助

（→一般財源投入額の減少）

納
付
金
等

○使用料・手数料は

条例で規定

◆使用料・手数料は上限のみ議会承認、

知事認可

《独自の見直し》

・入学検定料改定 Ｈ21：1万7千円→3万円

・負担金創設（獣医学科）Ｈ21：18万5千円

・獣医臨床Cの診察料等

◆減免基準の見直し

外
部

資
金

○外部研究資金獲

得額（Ｈ16：15億）

◆外部研究資金獲得額の増加

（ Ｈ20：29億）

○奨励寄附金のみ

○㈶大阪府大学学術

振興基金を活用

◆府立大学基金（Ｈ21.3創設）

改革の詳細（５）：財務

29
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改革の主な積み残し課題

・教育研究組織のあり方の検討とともに、公立大学としての適正な学生収容定員の検討を次期

中期目標に向けて進める。

・教育研究のみならず、社会貢献や管理運営などに関して、多面的な評価を実施する。

・教員の業績評価結果が反映される給与システムについて、国立大学法人等の動向も踏まえ

つつ検討を進める。

教員評価

・授業料等学生納付金については、公立大学の役割や適正な受益者負担などの観点から、

適宜見直しを行う。
納 付 金

・次期中期目標に向け、公立大学として重点化すべき教育研究組織のあり方（学部・学科等の

再編を含む）について検討を進める。
学部学科
再 編

「中期目標」において、法人に検討を委ねた事項

・ 改革の現状は、評価できる点もあれば、課題と考えられる点もある。

・ 課題としては、三大学統合や法人化といった大きな枠組み変更を優先させたため

充分議論が出来ず、今後法人の中で検討を進めるとして、「中期目標」に記載した

課題も含まれる。
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第１章 府大の現状と位置づけ

第２章 経営と改革の評価

第３章 問題提起

今後の可能性

本日の内容
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第３章 問題提起 要旨

• 本府の財政状況は依然として厳しい状況にある一方、府にとっては大学
教育施策は、義務的な役割ではない。こうした中、府と市を合わせた公
立大学への税投入額は都道府県中最大となっている

• 平成１４年２月の府大学のあり方検討会議での報告や知事の発言にもあ
るように、府が大学を持つ意義を明確にし、府税投入の必要性を府民に
きちんと説明できなければ、存在意義は疑問

• 国立・私立との役割分担の明確化のもと、公立大学の存在意義を念頭に
独自性を追求し、特色ある大学づくりを目指すべき

• そのためには、選択と集中という観点から学部別に捉えなおす必要があ
る

• 公費投入は、大学間の競争に勝ち残れるポテンシャルや独自性を有し、

府政や地域への貢献度の高い学部に対して行うべき

• 公的な教育資源として、現状のままでは税で維持すべき学部は限られる
と解すべき
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「府大学のあり方検討会議最終報告」（Ｈ14年2月）（抜粋）

○ なぜ、府が大学事業に府民の税金を投入するのか、府民に対して明確に説明していかなければ、

府立の大学の存在そのものが認められないことも覚悟しなければならない。

○ それでは、どういう事業であれば評価に耐え得る大学事業とみなせるのであろうか。

この点について次のような条件が考えられる。

・世界的な競争環境の中で評価される質の高さ

・「幅広い受益性の提供」（学生のみならず、地域社会や産業界の受益も考慮）

・「独自性の追求」（教育・研究内容への政策課題や地域特性の反映）

・「代替性の少ない分野・レベルでの展開」（国立・私立との役割分担の明確化）

・「社会への開放度の高さ」（教育・研究機会の開放性、成果の社会還元、運営の透明性、

諸機関との連携等の追及）

もちろん、「社会経済情勢の変化」や「社会への期待」に機敏に対応することも必要な条件で

あることも言うまでもない。このような条件を充たす大学こそ、公立大学として「存在意義」を

有する大学と言えよう。

○ なお、府大学のあり方を考える場合には、同じ公立大学である「大阪市立大学」の存在を抜きに

しては語れない。今後の公的役割のあり方から見れば、より効率的、効果的な投資が可能では

ないかという見解もあり、今後の検討に待ちたい。

（注）府大学のあり方検討会議：外部有識者13名で構成
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その後の情勢

○ 大学進学率は逓増しているものの少子化の影響により、大学全入時代到来が間近な

見込み。

○ 府内における私立大学の増加、全国的には大学過剰による淘汰の時代を迎えている。

○ 成果、説明責任が問われ、大学評価、差別化の時代を迎えている。

○ 大学に対する様々な評価活動が世界的規模で行われようとしている。

○ 大学に対する国の公費投入額（国立大学法人運営費交付金、私学助成）は漸減傾向

にあるが、一方で競争力向上に向けて、競争的研究資金へシフトしている。

○ 設立団体では「財政再建プログラム」を始めとする「大阪維新プログラム案」を策定し、

取組みに努める中、経済情勢により財政状況は一層厳しい。

○ 設立団体では「将来ビジョン大阪」を策定し、ビジョンに掲げる将来像の実現に向け

取組んでいるところであるが、その中での府大の役割を明確にしていく必要がある。

☆☆ 税を投入して維持すべき公立大学の意味が、今改めて問われる状況にある。税を投入して維持すべき公立大学の意味が、今改めて問われる状況にある。
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主な知事発言

○ 府民に対し、「大阪府立大学を大阪の顔となる大学にする」「日本でもトップレベ

ルに位置づけられる大学とする」ということを約束して１００億超の税金を使わせ

てもらった。税金が使われていることを認識し、社会に出て活躍できるような人材

になることで、大阪府民に還元してほしい。（２１年４月 府大入学式）

○ 私立で「府立大学を経営してもいい」という声が出てきたときに、なぜ府が持って

いなければならないかという点はしっかりと固めないといけない。きっちりと府民

の理解が得られるように示す必要がある。（２１年５月 戦略本部会議）

○ 府立大学でどこを特化してどこを伸ばしていくかということで、大きな一つの方向

性が出る。何でもかんでもひっくるめた総合大学という考え方ではなくなっている。

（２１年５月 記者会見）

○ 私立大学関係者の方から、府立大学のアイデンティティがはっきりしないというこ

と、今のこの時代、官が全面的に出る必要はないという意見をいただいたことを

踏まえて、もう一度府立大学にアイデンティティについてしっかりと検討するよう求

める。（２１年７月 知事と私大関係者との意見交換会）
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問題提起の視点

（1） 設立団体の事情
→ 設立団体である府の財政状況は当面好転の兆しが期待できず、また府にとって
大学教育は義務的な役割ではないこともあり、常に支援に対する不安定感が伴う。
大学自らも、より安定的になるためにはどのような努力をすべきか。

（2） 今のままでは将来ジリ貧
→ 大学全入、淘汰時代を迎える中、大学は、評価、差別化の時代を迎えており、今
後を考えれば、質の向上が不可欠である。今の縮小均衡型の改革では行き詰まり
感があり、選択と集中により如何に特色ある大学づくりと質の向上をめざすかが、
様々な社会的機能を果たす上でも、重要。

（3） 公立大学としての存在意義
→ 高等教育は国立、私立大学が中心となって展開されている中、敢えて公立大学を
保有する意義としては、以下のことが考えられる。
・全国からの人材集約装置である。（全国から人材を集め、地域を活性化）
・地域振興など府の政策に貢献できる。（産学連携、シンクタンク機能）
・府民に低廉で大学教育を受ける機会を与える。（府民に門戸を広げる）
・都市の魅力向上につながる。（都市のブランド構築の一環）
このような期待にどう応え、説明責任を果たしていくべきか。
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学部ごとの課題
地域での存在（独自性） 府立としての存在意義 問題提起 ～選択と集中～

工 学 部
・他大学でも展開はあるが、教育水準、
研究水準とも高く、産学連携も進んで
おり、今後の展開にも期待できる

・技術系指導者層の輩出、産学連携による
中小企業の技術開発の支援機能など、意
義はあり

・技術力と人材養成力により、府の産
業振興・環境を支えるという役割が果
たせるよう展開を図るべき

生 命 環 境
科 学 部

・分野全体が他大学では展開が少なく、
特に獣医学は希少。産学連携も進ん
でおり、今後の展開にも期待できる

・技術系指導者層の輩出。（獣医は公衆衛
生を支える人材を輩出。）産学連携による
中小企業の技術開発の支援機能など、意
義はあり

・技術力と人材養成力により、府の産
業振興・環境・安全安心を支えると
いう役割が果たせるよう展開を図る
べき

理 学 部
・国公立大中心の展開分野であるが、
市大でも展開されており、基礎研究主
体で産学連携実績も少ない

・基礎研究は、将来の技術革新を支えるた
めに必要であるが、工学や生命環境科学
での展開に加えて府立の大学として敢え
て展開する意義は何か

・大学の特色づくりや選択と集中、市大
との棲み分け等の観点から、府民の
税金を投入して展開を続けることには
疑問がある

経 済 学 部
・市大を始め、他大学でも多く展開され
ている分野であり、地域での重複感は
否めない

・シンクタンク機能や中小企業への支援な
どの展開が少ない中、府立の大学として
敢えて展開する意義は何か

・大学の特色づくりや選択と集中、市大
との棲み分けという観点から、府民の
税金を投入して展開を続けることには
疑問がある

人 間 社 会
学 部

・市大を始め、他大学でも多く展開され
ている分野であり、地域での重複感は
否めない

・政策提言や地域貢献などの展開が少ない
中、府立の大学として敢えて展開する意
義は何か

・大学の特色づくりや選択と集中、市大
との棲み分けという観点から、府民の
税金を投入して展開を続けることには
疑問がある

看 護 学 部
・看護４年制大学化の先駆的役割を果
たし、看護士の人材供給、特に質の高
い「専門看護士」の養成に応えている

・技術系指導者層の輩出等存在意義は
あり ・相互の相乗を発揮し、技術力と人材

養成力により、安全安心を支えるとい
う役割が果たせるよう展開を図るべき

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ
ｰｼ ｮ ﾝ学部

・医療技術４年制大学化の先駆けで、理
学療法士、作業療法士の資質向上に
応えている

・技術系指導者層の輩出等存在意義は
あり
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・ 17年度改革は、効率化の観点から一定の成果を上げてきた。このことは、全国の公

立大学の中でも、評価に値することである

・ しかしながら、設立団体の引続く財政的逼迫や大学淘汰、大学評価時代を迎えると

いう厳しい環境等、今後の外部環境を考えれば、大阪府に依存した、いまの形態その

ままの継続では危うい

・ そもそも、全国の大学が質・量とも充実してきている中で、府が何故敢えて大学を経

営する必要があるのか、という根本議論は常に付き纏い、加えて、大阪市立大学とい

う全国的にも規模の大きい公立大学が存在する状況下で、匹敵する規模の公立大学

の並存には、“二重行政”としての疑問が残る

・ 自前での大学運営以外にも、府市連携、関西広域連携、民営化、また府の必要に応

じて研究費予算を他大学に交付して府への貢献を担保する方策、学生への奨学金に

より卒業後の府への貢献を担保する等、多くの可能性がある

・ このような中で、自前での大学運営を考える場合には、漫然といまの形態を前提とす

るのではなく、常に自前以外の可能性も視野に入れながら、問題提起を踏まえた思い

切った変革を検討すべき

・ 具体的には、公立大学であることを自覚の上、“選択と集中”により強いものを護り育

て価値を高めること、また府の他の機関（工業高等専門学校、試験研究機関）との合

従連衡を進めるなど、公立としての存在意義を高めること、さらに学ぶべきところは

民間経営に学ぶこと等を十分に検討すべき

今後の可能性
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学部数 学校名

５学部以上

（７大学）

大阪府立大学、大阪市立大学、静岡県立大学、愛知県立大学、名古屋市立大学、

兵庫県立大学、北九州市立大学

４学部

（７大学）

岩手県立大学、首都大学東京、福井県立大学、滋賀県立大学、

県立広島大学、高知工科大学（21年度設置者変更） 、高知女子大学

３学部

（８大学）

宮城大学、山梨県立大学、京都府立大学、岡山県立大学、

広島市立大学、山口県立大学、長崎県立大学、熊本県立大学

２学部

（16大学）

横浜市立大学、福岡県立大学、福岡女子大学、愛知県立芸術大学、京都市立芸術大学、
新潟県立大学（21年度新設）他10大学

※医療・看護系 ４大学

１学部

（37大学）

神奈川県立保健大学、京都府立医科大学、九州歯科大学、神戸市看護大学、

神戸市外国語大学、千葉県立保健医療大学（21年度新設）

他31大学 ※医療・看護系 22大学

大学院大学

（２大学）
産業技術大学院大学、情報科学芸術大学院大学

●学部数別（全７７校）●学部数別（全７７校）

出所:文部科学省「平成20年度学校基本調査報告書」、(財)文教協会「平成21年度全国大学一覧」を基に作成

【設立団体or設置者】
都道府県 56、市 17、事務組合等 4
うち、法人化 45

第１章関係：公立大学の学部数
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■

■

■

■
■■

■

■

■

■

■

■

滋賀県立大学（4学部・4研究科）

大阪府立大学（7学部・7研究科）
奈良県立大学（1学部）

奈良県立医科大学（1学部・1研究科）

和歌山県立医科大学（2学部・2研究科）

神戸市看護大学（1学部・1研究科）

京都市立芸術大学（2学部・2研究科）

京都府立医科大学（1学部・2研究科）

大阪市立大学（8学部・10研究科）

京都府立大学（3学部・3研究科）

神戸市外国語大学（1学部・1研究科）

兵庫県立大学（6学部・9研究科）

●国立 2校
△私立35校

●国立 2校
△私立48校

●国立 1校
△私立 1校

●国立 3校
△私立 5校

●国立 2校
△私立 5校

●国立 3校
△私立25校

第１章関係：関西圏での大学設置の状況
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◆
◆ ■

▲

◆○ ◆●
◆

◆◆

☆

☆

○ △◆◆

◆

●■

★

▽

◆◆

◆

◆
△

◆

★
◆◆

◆

◆

△◆

◆

▲
◆◆

◆

大阪市立大学

大阪府立大学

大阪教育大学

大阪大学

◆

■

◇

□

◇

□

□

■

■

■

■

□

●：国 立

★：公 立

○：私 立（大規模）

☆：私 立（中規模）

◇：私 立（理工系中心）

◆：私 立（文科系中心）

□：私 立（医科）

■：私 立（看護・福祉）

△：私 立（教育）

▲：私 立（芸術）

▽：私 立（大学院）

第１章関係：府内の大学設置の状況
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2

2

4

3

2
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神奈川

京　都

愛　知

大　阪

東　京

170,977

116,159

142,350

171,149

561,611

46,993

17,797

20,592

19,490

8,457

4,812

3,497

7,378

13,689

6,950

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000

神奈川

京　都

愛　知

大　阪

東　京

10,544

8,882

8,528

27,243

8,839

6,411

5,221

6,053

40,370

4,772

2,255

3,535

1,095

836

734

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000

神奈川

京　都

愛　知

大　阪

東　京

7.1%

9.7%

8.0%

3.9%

9.1%

7.1%

9.7%

8.0%

85.7%

80.6%

84.0%

92.2%

89.4%

3.9%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

神奈川

京　都

愛　知

大　阪

東　京

4.6%

12.9%

11.5%

10.0%

7.6%

2.5%

4.4%

6.7%

92.8%

84.5%

84.1%

83.3%

91.2%

2.6%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

神奈川

京　都

愛　知

大　阪

東　京

33.3%

59.3%

58.4%

47.1%

39.0%

5.1%

4.7%

7.2%

19.5%

3.2%

61.6%

36.0%

34.4%

33.4%

57.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

神奈川

京　都

愛　知

大　阪

東　京

出所：文部科学省「平成20年度学校基本調査報告書」、（財）文教協会「平成20年度全国大学一覧」を基に作成

学校数 学部学生数 大学院生数
国立

公立

私立

第１章関係：主要都道府県別学生数
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項 目 大阪府立大学の状況

科研費（新規＋継続分）採択件数（2008年） 全国27位（313件）

共同・受託研究件数（2008年） 共同研究：全国13位（267件）、受託研究：全国27位（152件）

特許権出願件数（2008年） 全国13位（151件）

特許公開件数（2008年） 全国12位（126件）

大学発ベンチャー(2007年までの累計） 全国33位（14社）

ＩＳＩ・高被引用論文数・引用度指数（2003～2007年）

コンピュータ科学：全国３位（論文数55、引用度指数140.1）

材料科学：全国６位（論文数364、引用度指数118.2）

工学：全国９位（論文数379、引用度指数106.4）

化学論文抄録誌への教員一人当たり件数（2007年） 総合大学：全国23位（0.69）

「ネイチャー」掲載論文数（2003～2008年） 全国24位（4本）

受験生偏差値（2009年）

【理・工・農水産系】 京大・阪大に次ぐ関西圏トップランク

【保健系】 複雑・高度化する医療・福祉人材養成の中核

【経済・社会系】 関西圏全体の中核（120学部中19位・26位）

大学院進学率（2008年）
工・理工学部：全国13位（工学部）

農・生物系学部：全国14位（生命環境科学部）

大学の地域貢献度ランキング

日経グローカル(2008年） ※2006年から実施

全国66位（大阪市立大・関大が同順）

※大学が行っている地域貢献度を「組織・制度」、「学生」、「企業・ 団体・行政」、
「住民・団体」の４つのカテゴリーに分類して分析

出所：文部科学省公表資料「平成20年度科学研究費補助金の配分について」、「平成20年度大学等における産学連携等実施状況について」、
朝日新聞出版「2010年度版 大学ランキング」を基に作成

第１章関係：各種指標による府大の位置づけ
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ランキング名 評価内容等
府 大
の状況

◆英国タイムズ社系 大学ランキング

①「THE-QS 世界大学ランキング」（２００８年)

※2004年から実施

②「QS.com アジア大学ランキング」(２００９年)

※2009年から実施

（注）

THE:英国TimesHigherEducation社

ＱＳ：英国教育情報会社、クアクアレリ・シモンズ社

【特徴】
・世界の大学関係者、企業の人事担当者の評価、研究論文の 引用回数な
ど、教育力と研究力を総合的に分析。
【主なランキング】
・東大（19位）、阪大（44位）、早大（180位）、首都大（349位）、横浜市大（362
位）、401位～大阪市立大、500位～同志社大、立命館大

【特徴】
・①の指標に、アジアの状況に詳しい専門家の評価も加えて分析
【主なランキング】
・東大（3位）、阪大（6位）、早大（37位）、首都大（48位）、横浜市大（55位）、
大阪市立大（63位）、同志社大（124位）、近大（128位）、関大（191位）

未登録

◆上海交通大学 大学ランキング

※2004年から実施

①世界大学ランキング（２００８年）

【特徴】
・ピアレビュー（各分野の専門家による評価）を用いず、「引用回数の多い
研究者数やネイチャー誌・サイエンス誌に発表された論文数など、客観的
な指標のみを用いている。自然科学に比重がある。
【主なランキング】
・東大（19位）、京大（23位）、阪大（68位）、東北大（79位）、
大阪市立大、大阪府立大、首都大（402～503位）

４０２～

５０３位

②アジア大学ランキング（２００８年）

※①の中からアジアの大学だけに絞ったランキング
【主なランキング】
・東大（1位）、京大（2位）、阪大（5位）、東北大（7位）、
大阪市立大、大阪府立大、首都大（69～100位）

６９

～

１００位

第１章関係：府大の位置づけ：世界ランキング
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近畿地区
(大阪府以外)

15.7%

近畿外
51.8%

大阪府内
32.5%

第１章関係：地域への人材供給 ～学生（理工系）～

大阪府内就職者
分野別内訳

●【理工系】地域別入学状況（平成２０年度）●【理工系】地域別入学状況（平成２０年度）
●【理工系】就職状況（地域・業種別割合）（平成２０年度）●【理工系】就職状況（地域・業種別割合）（平成２０年度）

出所：大阪府立大学の平成20年度実績を基に作成

金融・保険

5.2%

電気・ガス

3.1%

教育
5.7%

情報通信

5.7%

公務

6.7%

サービス
9.3%

その他

5.7%

製造業

58.6%

大阪府内
37.7%

近畿外
26.2%

近畿地区
(大阪府以外)

36.1%

理工系－工学部、理学部、生命環境科学部
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第１章関係：地域への人材供給 ～学生（文系）～

大阪府内
43.0%

近畿外
19.6%

近畿地区
(大阪府以外)
37.4%

近畿地区
(大阪府以外)

14.5%

近畿外
39.8%

大阪府内
45.7%

大阪府内就職者
分野別内訳

●【文系】地域別入学状況（平成２０年度）●【文系】地域別入学状況（平成２０年度）
●【文系】就職状況（地域・業種別割合）（平成２０年度）●【文系】就職状況（地域・業種別割合）（平成２０年度）

出所：大阪府立大学の平成20年度実績を基に作成

製造業
14.6%

公務

20.3%

金融・保険
27.6%

サービス
7.8%

卸・小売

7.3%

医療・福祉
5.2%

情報通信

5.2%

その他
6.8%教育

5.2%

文系－経済学部、人間社会学部
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第１章関係：地域への人材供給 ～学生（保健系）～

近畿外
26.6% 大阪府内

39.5%

近畿地区
(大阪府以外)
33.9%

近畿地区
(大阪府以外)

25.4%

近畿外
16.9%

大阪府内
57.7%

大阪府内就職者
分野別内訳

●【保健系】地域別入学状況（平成２０年度）●【保健系】地域別入学状況（平成２０年度） ●【保健系】就職状況（地域・業種別割合）（平成２０年度）●【保健系】就職状況（地域・業種別割合）（平成２０年度）

出所：大阪府立大学の平成20年度実績を基に作成

宿泊・飲食

0.9%

情報通信

0.9% 公務

0.9%

電気・ガス

0.9%
製造業

0.9%

教育

2.8%

医療・福祉

92.7%
保健系－看護学部、総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部
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第２章関係：公立大学に対する財源措置

・ 公立大学に対しては、経常経費に対して地方交付税措置がなされるもの
の、施設整備に対する措置は特になく地方自治体の自前。

・国公私立同等の

立場

競争的研究資金

国経常費助成

国運営費交付金

自治体運営費交付金

又は直執行

（地方交付税措置）

経常経費

国施設整備費補助金、振
興・共済事業団貸付（利子
助成）

私
立

・日本学生支援機構

国公私立同等の

立場

・別途、個別奨学金

制度あり

法人主体又は直執行（一般
財源（起債可能））

公
立

法人主体（国施設整備費補
助金、国立大学財務・経営
Ｃが資金貸付等）

国
立

奨学金施設整備費

※大阪府立大学（平成２１年度当初予算）

・運営費交付金 108.12億円（基準財政需要額：98.90億円）

・施設整備費補助金 12.49億円
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(注）※1 付属病院を除く公立大学24大学の19年度損益計算書の平均 ※2 付属病院を除く国立大学を除く44大学の19年度損益計算書の平均
※3 医歯系法人を除く487学校法人の19年度消費収支計算書の平均 ※4 施設整備補助金、財務収益等
※5 ﾘｰｽ資産の支払利息などの財務費用等 ※6 資産運用収入、事業収入等 ※7  借入金等利息、資産処分差額等

出所：国立大学は文部科学省公表資料「国立大学法人等の平成19事業年度財務諸表について」、公立大学は各大学のホームページ、
私立大学は日本私立学校振興・共済事業団 「今日の私学財政」を基に作成

第２章関係：大学の財務構造比較

運営費交付金,

 60.3

学生納付金等,

24.2

共同・受託研究等,

 6.5

その他,

9.0

人件費

62.6

教育研究費,

 31.0

一般管理費,

 6.1

その他, 0.3

運営費交付金,

 61.3

学生納付金等,

 24.1

共同・受託研究等,

 3.3

その他,

11.3

人件費,

71.8

教育研究費,

 25.6

一般管理費,

2.5

その他, 0.1

運営費交付金,

58.3

学生納付金等,

 19.5

共同・受託研究等,

 9.4

その他,

12.8

人件費,

 66.2

教育研究費,

 28.0

一般管理費,

 4.2

その他, 1.6

補助金,

 12.8

学生納付金等,

78.4

受託事業等事業,

 3.3

その他, 5.5

人件費,

 54.3

教育研究費,

 31.4

一般管理費,

 9.2

その他, 5.1

0%

20%

40%

60%

80%
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収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出

府立大学 国立大学（※２）公立大学（※1） 私立大学（※３）
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※5

※4

※5 ※5

※4

※7※6
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（注）※東京都（首都大学東京）には、高専・産業技術大学院大学等を含む
※神奈川県、兵庫県、京都市の大学と神戸市看護大学は直営。

出所：公立大学協会「平成20年度 公立大学実態調査表」（平成20年5月1日現在、附属病院分除く）を基に作成

3,437 2,248

6,512 1,343

6,168 2,102

2,088 7,878

5,187 10,285

18,135

10,812 13,243

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

(百万円)

福岡県

京都府※

兵庫県※

神奈川県※

愛知県

東京都※

大阪府

20年度設置団体当初予算

設置都府県

設置市

（大阪府立大学、大阪市立大学）

（首都大学東京）

（神奈川県立保健福祉大学、横浜市立大学）

（愛知県立大学・看護大学・芸術大学、
名古屋市立大学）

（兵庫県立大学、神戸市外国語大学・看護大学）

（京都府立大学・医科大学、
京都市立芸術大学）

（福岡県立大学・福岡女子大学・
九州歯科大学、北九州市立大学）

第２章関係：各自治体の投資額比較
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公立大学の基準財政需要額等（平成20年度）

▲458百万円6,168百万円6,626百万円＊兵庫県立大学

809百万円2,102百万円1,293百万円神戸市外国語大学、＊看護大学

2,440百万円5,187百万円2,748百万円愛知県立大学、看護大学、芸術大学

5,017百万円10,285百万円5,268百万円名古屋市立大学

571百万円3,437百万円2,866百万円福岡県立大学、女子大学、九州歯科大学

3,363百万円13,243百万円9,880百万円大阪市立大学

944百万円2,088百万円1,144百万円＊神奈川県立保健福祉大学

▲1,028百万円2,248百万円3,276百万円北九州市立大学

117百万円6,512百万円6,395百万円京都府立大学、医科大学

697百万円7,878百万円7,181百万円横浜市立大学

38,880百万円175,581百万円136,701百万円公立75大学（うち、公立大学法人立39大学）

408百万円1,343百万円935百万円＊京都市立芸術大学

7,999百万円18,135百万円10,136百万円首都大学東京

922百万円10,812百万円9,890百万円大阪府立大学

差し引き B -Ａ運営費交付金(B)基準財政需要額(Ａ)主な大学

（注）首都大学東京には、高専・産業技術大学院大学等を含む
＊は直営大学

出所：公立大学協会「平成20年度 公立大学実態調査表」（平成20年5月1日現在、附属病院分除く）を基に作成
大阪府立大学の基準財政需要額は府算定額

第２章関係：公立大学と地方交付税措置
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第２章関係：マーケティング・リサーチ
【リサーチの基本的枠組みと調査方法】
（基本的枠組み）
一般府民へのアンケート調査を行い、そこから抽出された検証課題
に対して、「政策マーケティング・リサーチガイドライン」における『給付』
類型の分析枠組みにしたがい、府立大学による大学教育サービスの
供給を、図表に示す枠組みによって調査した。
（大阪府政策企画部企画室マーケティング・リサーチ・チーム実施）

（調査方法）
（１）府民を対象としたインターネット・アンケート調査（実施期間：平成21年5月25、26日）
調査方法：ヤフー・バリュー・インサイトパネル/ヤフーリサーチパネルを利用したインターネット調査
調査対象：２５歳以上の府民 ※学生を除く １，０００サンプル

（２）府立大学実施の卒業生採用企業アンケート調査（実施期間：平成20年4月1～22日）
調査方法：郵送配布・回収 調査対象：過去５年間で採用実績がある法人（含、病院）の人事担当者
配布・回収数：７００サンプル 総回収数：１１９サンプル（回収率 17％）

（３）府立大学実施の産学連携活動に関するアンケート調査（実施期間：平成20年4月1～22日）
調査方法：郵送配布・回収
調査対象：過去２年間の産学連携先（受託・共同研究、奨励寄附金）でかつ研究費規模が大きい企業の窓口担当者
配布・回収数：３００サンプル 総回収数：１８９サンプル（回収率 63％）

（４）府立大学新入生を対象としたアンケート調査（実施期間：平成21年4月2、3日）
調査方法：新入生ガイダンス時に配布・回収 配布・回収数：１，４９５サンプル 総回収数：１，４１６サンプル（回収率 92.3％）

（５）府立大学実施の卒業生アンケート調査（実施期間：平成20年3月）
調査方法：WEBアンケート 調査対象：過去2年間の卒業生のうちアクセス可能なもの（同窓会経由で回答依頼）
配布・回収数：２，０００サンプル 総回収数：２６２サンプル（回収率13％）

（図表）

直接受益者としての府民

（学生・保護者）

間接受益者としての府民

（都市・企業）

納税者としての府民
府民

府民以外の社会成員

効用のスピルオーバー（あふれだし） 国や府外企業等による費用負担

直接受益者としての府民

（学生・保護者）

間接受益者としての府民

（都市・企業）

納税者としての府民
府民

府民以外の社会成員

効用のスピルオーバー（あふれだし） 国や府外企業等による費用負担
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調査方法（１）：納税者の視点 ～大学の役割－期待分析～

【大学の役割－期待分析のリサーチの枠組み】

大学の役割分野を「教育」と「研究」に、大学へ

の期待の方向性を「高度化」と「大衆化」に設定

（〔大学のイメージ〕図）。

この枠組にしたがい、ＡからＤの４つの象限を

代表する文系学部と理系学部に対応した大学

のイメージを選択肢として各１つずつ設問を設

定。

研 究

教 育

大
衆
化

高
度
化

大学の役割分野

大
学
へ
の
期
待
の
方
向
性

Ａ C

B D

（理）高度な技術者や専門職を育成する大学

（文）社会のトップリーダーを輩出するような大学
教育分野の高度化D

（理）世界最先端の研究が行われる大学

（文）我が国の文化や学問をリードしていくような大学
研究分野の高度化C

（文・理）できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育の機会を与える大学

（文・理）就職や資格取得に役立つ教育を積極的にすすめる大学
教育分野の大衆化B

（理）新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献する大学

（文）地域に密着して研究や学問の成果を社会にわかりやすく伝える大学
研究分野の大衆化A

〔大学のイメージ〕

〔設 問〕
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調査方法（１）：納税者の視点 ～府民が求める大学像～

13.8％就職や資格取得に役立つ教育を積極的にすすめる大学
34.1％

20.3％できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育の機会を与える大学
教育

26.3％
16.3％新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献する大学

大衆化

研究
10.0％地域に密着して研究や学問の成果を社会にわかりやすく伝える大学

17.3％
9.4％世界最先端の研究が行われる大学

高度化

研究
7.9％我が国の文化や学問をリードしていくような大学

7.4％社会のトップリーダーを輩出するような大学
19.9％

12.5％高度な技術者や専門職を育成する大学
教育

割合具体的なイメージカテゴリー

大阪にあってほしい大学としては、「できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育の機会を与える大学」
（２０．３％）が最も多く、大学の「大衆化」、特に「教育分野の大衆化」を期待する傾向が強かった。
一方、納税者として公立大学に期待するイメージでは、「新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献
する大学」（２３．４％）が最も多く、「研究分野の大衆化」を期待する傾向にシフトしている。
なお、「大阪に大学はなくてもいいと思う」は１．０％、「大阪に「公立大学」はなくてもいいと思う」は１．３％という
回答結果であった。

【大阪にあってほしい大学のイメージ】

60.4％

37.2％

6.6％就職や資格取得に役立つ教育を積極的にすすめる大学
27.9％

21.3％できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育の機会を与える大学
教育

39.3％
23.4％新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献する大学

大衆化

研究
15.9％地域に密着して研究や学問の成果を社会にわかりやすく伝える大学

16.3％
7.2％世界最先端の研究が行われる大学

高度化

研究
9.1％我が国の文化や学問をリードしていくような大学

5.3％社会のトップリーダーを輩出するような大学
14.7％

9.4％高度な技術者や専門職を育成する大学
教育

割合具体的なイメージカテゴリー

【納税者として公立大学に期待するイメージ】

67.2％

31.0％

(注）表の合計は「その他のイメージ」を除いているため100％にはならない。 出所：「平成21年5月 府民を対象としたインターネット・アンケート調査結果」を基に作成

※「大阪に大学はなくてもいいと思う」（1.0％)

※「大阪に「公立大学」はなくてもいいと思う」(1.3％)
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調査方法（１）：納税者の視点 ～府立大学への期待の達成度～

公立大学に対して府民から期待度の高い①「新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献する大学」、
②「できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育機会を与える大学」、 ③「地域に密着して研究や学問の
成果を社会にわかりやすく伝える大学」の３項目のうち、②と③については府立大学のイメージについても
同様の高い特化度が見られたが、①はギャップが見られた。

図表１３を挿入

公立大学への期待と府立大学のイメージ（平均１とした特化度でみたもの）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

地域に密着して研究や学問の成果を社会にわかりやすく

伝える大学

新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献する

大学

できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育の機会を

与える大学

就職や資格取得に役立つ教育を積極的にすすめる大学

世界最先端の研究が行われる大学

我が国の文化や学問をリードしていくような大学

社会のトップリーダーを輩出するような大学

高度な技術者や専門職を育成する大学

公立大学に求める期待

府立大学のイメージで「そう思う」「ややそ
う思う」を選択した割合

出所：「平成21年5月 府民を対象としたインターネット・アンケート調査結果」を基に作成
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調査方法（２）：企業の視点 ～企業への人材面での貢献～

74.647.959.370.250.4どちらでもない（％）

22.149.635.824.046.3優れている（％）

府立大学調査

3.32.54.95.83.3劣っている（％）

ｽ ﾄ ﾚ ｽ

ｺﾝﾄﾛｰﾙ
規 律 性

課 題

発 見 力

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ/
働きかけ力

主 体 性

0.89

48.0不足が見られる（％）

0.270.570.650.38
府大（「優れている」）/社会人基礎力（100－「不
足が見られる）」）

19.112.744.837.6社会人基礎力調査

府立大学卒業生の能力への企業評価は、社会一般の若手社員に比して、「主体性」や「課題発見力」といった
創造的な能力など企画・技術開発系社員に適合した能力に対する評価が高くなっている。

(注）社会人基礎力調査：経済産業省による一般の若手社員を対象とした調査
出所：「平成20年3月 府立大学実施の卒業生採用企業アンケート調査の再分析結果」を基に作成

【府立大学卒業生の能力の特色】
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調査方法（３）：企業の視点 ～産学連携のきっかけ～

産学連携のきっかけは、「教員等との個人的な人脈」や「学会発表や論文をみて」が多く、教員個人の能力に
依る傾向があり、組織的なアプローチが求められる。

(注）回答率は、回答企業189（従業員数1,000人以上の企業が48.9％)に対して、該当項目の連携実績があると回答した場合。
所在地別回答率の母数は、ともに（本社あるいは産学連携窓口）大阪府内＝62、いずれかが大阪府内＝18、少なくとも1つが関西（大阪府内を除く）＝26、
ともに関西以外＝83

出所：「平成20年4月 府立大学実施の産学連携活動に関するアンケート調査の再分析結果」を基に作成

回答率回答数

６３．９％６９．２％６１．１％５０．０％５９．８％１１３○教員等との個人的な人脈

ともに

関西以外

少なくとも

１つが関西

いずれかが
大阪府内

ともに

大阪府内

－１５．４％１１．１％２１．０％１０．１％１９○公的支援機関の紹介

１０．８％７．７％－１４．５％１０．６％２０○取引先の紹介

４１．０％１５．４％３８．９％２４．２％３１．７％６０○学会発表や論文をみて

１１．１％

１．６％

３．２％

３．７％

２１

３

６

７

１４．５％１１．５％５．６％８．１％○その他

１．２％３．８％－１．６％○産学官連携関係のサイトをみて

－３．８％１１．１％４．８％○産学官連携関係のイベントでみて

２．４％－－８．１％○本学からの情報提供

【産学官連携のきっかけ（回答企業所在地別）】
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調査方法（３）：企業の視点 ～産学連携の評価～

産官学連携で企業の重視する条件と、府立大学に対する評価の分布を見ると、概ね企業の重視する項目に
対応して評価も高くなっている。
企業のリピート意向を規模別に見ると、大企業（従業員1,001人以上）の方が高い。

【産官学連携の評価】

【産官学連携のリピート意向】

出所：「平成20年4月 府立大学実施の産学連携活動に関するアンケート調査の再分析結果」を基に作成

慎重に判断の上、連携を考えたい

＋状況次第だが原則、連携は考えていない
積極的に連携していきたい

３６．４％６３．６％合計

３０．８％６９．２％１，００１人以上

４１．７％５８．３％１，０００人以下

総従業員数

産学官連携時の重視する条件と府立大学の評価
＜理学系研究科＞
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産学官連携時の重視する条件と府立大学の評価
＜生命環境科学研究科＞
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調査方法（４）：学生の視点 ～受験生の志望動機～

（注）平均値については、設問の選択肢を「１強い動機になった」を1点、「２ある程度動機になった」を2点、「３あまり動機にならなった」を3点、
「４全く動機にならなかった」を4点と設定し、各選択肢毎に平均値を算出したもの。（よって、平均値が１に近いほど、強い動機である。）

出所：「平成21年4月 府立大学新入生を対象としたアンケート調査結果」を基に作成

府立大学を選択するにあたって、「学びたい分野の教育・研究内容」、「入学料・授業料の負担」、「公立大学
というブランド」などが強い動機となっている。
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キ
ャ
ン
パ
ス
や
施
設
の
印
象

ク
ラ
ブ
や
サ
ー
ク
ル
活
動
な
ど
の
魅
力

大
阪
で
学
べ
る
こ
と

工学部

生命環境科学部

理学部

経済学部

人間社会学部

看護学部

総合リハビリ
テーション学部

合計

（平均値）

公
立
大
学
と
い
う
ブ
ラ
ン
ド

総
合
大
学
で
あ
る
こ
と

自
宅
か
ら
の
大
学
ま
で
の
距
離

専
門
分
野
で
の
教
授
陣
の
充
実

入
試
で
の
合
格
可
能
性
の
高
さ

就
職
の
有
利
さ

資
格
や
免
許
の
取
得
の
有
利
さ

キ
ャ
ン
パ
ス
や
施
設
の
印
象

ク
ラ
ブ
や
サ
ー
ク
ル
活
動
な
ど
の
魅
力

大
阪
で
学
べ
る
こ
と

入
学
料
・
授
業
料
の
負
担

学
び
た
い
分
野
の
教
育
・
研
究
内
容

親
や
知
人
の
評
判
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第３章関係：学部ごとの詳細（１） ～教育～

22

1,533人（114人）

77件
44位
/334校

上記以外 弁理士21位36.5％5.2％57.5％
57.9
％

41.1
％

22.9
%

40.5％
517/
1,276名

8.9
倍

6,416人（ 47人）

全 体

52人（ 1人）
―

理学療法士100%（平均99.9％）
作業療法士90%（平均81％）
管理栄養士89.2%（平均29%）

8.6％4.8％
80.0
%

55.4
%

25.3
%

33.3％
18/
54名

1.8
倍

308人（ 0人）
総合ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝ学部

95人（ 0人）
4件

看護師97.3％(平均89.9％) 12位
保健師100％（平均97.7％）5位

7.8％2.8％
―
(医療
機関)

84.7
%

58.9
%

31.6
%

58.1％
36/
62名

3.9
倍５７

（筑波大、信州大、
首都大、横浜市大、
名古屋市立大）

505人（ 2人）
看 護 学 部

175人（ 43人）
1件

社会福祉士86.4％(平均39.9％)
5位/199校

9.2％1.7％87.1％
64.6
%

50.3
%

29.0
%

46.0％
86/
187名

6.7
倍

６０
（国際教養大、横浜市
大、立教、立命館、
関学）

967人（ 17人）
人 間 社 会
学 部

107人（ 4人）
7件―1.8％1.8％92.5％

56.4
%

41.8
%

19.9
%

40.4％
84/
208名

6.7
倍

５９
（埼玉大、広島大、
横浜市大、青学、
南山大）

1,163人（ 6人）

経 済 学 部

158人（ 9人）
8件―67.4％8.6％24.2％

56.5
%

40.2
%

34.8
%

50.8％
63/
124名

8.6
倍

５７
（埼玉大、金沢大、
京工繊、奈良女、
岡山大、横浜市大、
青学、立命館、関大)

564人（ 6人）

理 学 部

238人（ 30人）
31件

獣医師93％(平均86.3％)
合格者数：40名、6位/16校

44.4％
(15位)

1.4％18.4％
65.4
%

40.4
%

23.0
%

40.2％
70/
174名

6.9
倍

６１

（東北大、名古屋大、

日本獣医生命科学

大、麻布大）

777人（ 1人）

生 命 環 境
科 学 部

687人（ 26人）
26件―

76.5％
（12位）

9.8％84.6％
38.3
%

27.0
%

16.4
%

34.3％
160/
467名

13.3
倍

６３
（東工大、名古屋大）

1,971人（ 14人）
工 学 部

院学位
授与数
（17年度
実績）

国 家 試 験
合 格 率

院
進 学
率

中退率
(17年度
入学生
実績）

上 場
企 業
率

関西
就職
率

府内
就職
率

府立
高校
率

府内率
入試
倍率

偏 差 値
( )内は、同ﾚﾍﾞﾙ
の大学

進 路(H20年度実績)入 学(Ｈ21年度実績)
学生数(H21.5.1)
※上段は学部、下
段は大学院
（ ）内は、留学生
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第３章関係：学部ごとの詳細（２） ～研究～

地域ｲﾉﾍﾞ48件、
1億14百万円、5位
/345機関
財団等研究助成
70件
寄附、助成金93件

３７１件
総合29位
※学部以外
（総合教育研究
機構等）20件

「Nature」掲載
論文数24位：
4件

１,663件
(1人当2.4報)
※学部以外
（総合教育研
究機構）52件
(1人当0.7報)

―

723名
（74.１％）

※学部以外
（総合教育研究
機構等）94名
(91.5%)

全 体

・古代米酒粕を用いた環境栄養学的観点からの生活
予防食品の開発
・簡易携帯型呼吸運動支援装置の開発
・ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑと内臓脂肪蓄積、生活習慣に関す
る研究

地域ｲﾉﾍﾞ1件
寄附、助成金6件

５件―61件
(1人当1.6報)

61.9％
―

40名
（95.0％）

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ
ｰ ｼ ｮ ﾝ学部

・看護実践能力の獲得を支援するｅﾗｰﾆﾝｸﾞ手法研究
・6大学連携がんﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ養成調査研究
・高齢者のための認知機能低下予防ｸﾞﾙｰﾌﾟｹｱ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの研究

財団等研究助成、
寄附、助成金各1
件

３２件
看護学2位

―40件
(1人当0.7報)

32.9％
―

66名
（84.8％）

看 護 学 部

・学校現場における多職種協働モデルの研究
・古代和歌史研究（上代文学賞受賞）
・現代生命哲学の学際的研究

寄附、助成金2件
４９件

社会学9位
ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ3位

―216件
(1人当2.9報)

43.5％
―

85名
（94.１％）

人 間 社 会
学 部

・販売予測精度向上方法の開発
・ﾃﾞｰﾀﾏｲﾆﾝｸﾞ基盤技術（KGMOD）
・経営目標を活用した第3ｾｸﾀｰ経営に関する調査研究

財団等研究助成、
寄附、助成金各4
件

１６件
経済学23位―78件

(1人当2.0報)
62.8％
14位

40名
（85.0％）経 済 学 部

・神経細胞の突起伸長促進技術
・分子サイズの電気回路（分子設計・合成）
・半導体微小共振器を用いた量子もつれ光子対の高
効率発生技術

地域ｲﾉﾍﾞ5件
財団等研究助成
14件
寄附、助成金14件

４８件
総合工学10位
材料工学12位
生物分子13位
複合化学14位

材料科学6位
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科学
3位

117件
(1人当1.8報)

98.7％
12位

71名
（87.3％）理 学 部

・大阪特産野菜の品質特性ならびに加工特性
・てんかん及びうつ病の治療薬ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ法の開発
・医薬品中間体として重要なｷﾉｷｻﾘﾝ誘導体の安価な
製造方法
・環境・ﾊﾞｲｵﾏｽ特性に対応した高効率ﾒﾀﾝ発酵ｼｽﾃﾑ
の構築
・中性子によりがん細胞を選択的に破壊する「ﾎｳ素
中性子補足療法」の開発

地域ｲﾉﾍﾞ11件
財団等研究助成
10件
寄附、助成金12件

７６件
獣医学４位
農業工学10位
農学14位
境界農学16位

―206件
(1人当1.7報)

92.9％
―

129名
（48.１％）

生 命 環 境
科 学 部

・溶液塗布型有機EL素子に適したりん光材料の開発
・小型軽量低温動作SOFC燃料電池
・微生物機能を活用したレアメタル回収技術
・カメラで撮影した文字・ロゴの高速認識技術

地域ｲﾉﾍﾞ25件
財団等研究助成
39件
寄附、助成金50件

１２５件
総合工学10位
材料工学12位
環境学13位
複合化学14位

工学9位
材料工学6位
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科学
3位

893件
（1人当4.1報）

98.1％
11位

198名
（59.6％）

工 学 部

最近の主な研究
（産学官連携ﾌｪｱ2009での主な発表内容など）

その他助成
(20年度実績)

科研費採択件
数・分野別順位
(19年度実績)

論文引用率
(15～19年
実績)

論文数
(20年度実績)

博士号
取得率

(20年度実績)

教員数
（外部教員率）
(H21.5.1)

（注）その他助成の欄の「地域ｲﾉﾍﾞ」：地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出総合支援事業（21年度実績）・科学技術振興機構、「寄付、助成金」：非営利団体からの寄付、助成金
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第３章関係：学部ごとの詳細（３） ～地域貢献～

15件

158件
※⑲149件
（14位）/238
大学等

47講座 30,184名
※⑲講座数133件(6位)
受講者数26,350名(1位)
/75公立大学中

1,444名38％
152件

※27位/502
大学等

267件
※13位/356
大学等

全 体

―1件56名―3件4件
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ
ｰ ｼ ｮ ﾝ学部

・eﾗｰﾆﾝｸﾞ（看護学校向け学習ｼｽﾃﾑの
開発）

――
講座数:１
受講者数:341名

208名―――看護学部

――
講座数:23
受講者数:17,229名

219名―1件―
人間社会
学 部

―7件―100名―2件1件経済学部

・One Cellﾋﾟｯｷﾝｸﾞ装置（新薬の候補と
なる物質を効果的に探し出す装置）

―9件
講座数:2
受講者数:593名

56名33％18件27件理 学 部

・生ｺﾞﾐｲｰﾀｰ（家庭用生ゴミ分解処理機）
・ヘルシオ（加熱水蒸気ｵｰﾌﾞﾝﾚﾝｼﾞ）
・絹衣（おからを原料とする化粧品）
・舞昆（健康食品・発酵昆布）
・とれとれ野菜工房（新鮮野菜製造装置）
・ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰPCR検出ｷｯﾄ（食中毒細菌
ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰの迅速検査ｷｯﾄ）

9件22件
講座数:１
受講者数:59名

308名40％35件65件
生命環境
科 学 部

・イメージアイ（画像解析装置）
・亜臨界水の活用（資源循環）
・強電解水「Ｊｕｊｕ」（潤滑油の代香物質
によるｵｲﾙﾌﾘｰ金属加工）
・可変AＤＭﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ（次世代光ﾈｯﾄ
ﾜｰｸに用いる伝送装置）
・光触媒歯ﾌﾞﾗｼ（乳酸の酸化分解に高活
性な光触媒ｼｽﾃﾑ)
・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ車向け、ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の研究
開発
・小型宇宙衛星まいど1号（設計開発）

5件106件
講座数:１
受講者数:87名

371名26％80件145件工 学 部

産学連携（主な商品化等の実績）
ﾍﾞﾝﾁｬｰ
企業数

(20年度実績)

特許
出願数

(20年度実績)

公 開 講座
(20年度実績)

審議会等
委員

(20年度実績)

中小企業
割合

(20年度実績)

受託
研究数

(20年度実績)

共同
研究数

(20年度実績)
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第３章関係：学部ごとの詳細（４） ～府政との関り～

25

・理工、保健系学部は地域企業との共同研究や国等のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおける研究に強く、
大阪、関西の産業の基盤技術を支え、また、文系学部は府をはじめとする行政関連
調査・分析に力を発揮。
・地域社会に貢献できる人材の育成、各種審議会等への委員派遣（延800名以上）、
地元小中学校・高校への講師派遣、地元中小企業との共同研究などを実施。

○世界をﾘｰﾄﾞする大阪産業 ・産学官連携事業の推進 ・先端分野研究
○ﾐｭｰｼﾞｱﾑ都市・大阪
・観光戦略支援（観光産業戦略研究所）
・国際的な人材・技術の交流、留学生支援
○教育日本一・大阪
・高大連携講座、生涯教育（社会人ｻﾃﾗｲﾄ、公開講座の実施）

全 体

・理学療法士協会などと連携した人材育成研修会や府公衆衛生研究所との連携に
よる介護労働者腰痛問題の調査研究などを実施。

○子どもからお年寄りまでだれもが安全・安心ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ大阪
・高齢者、障がい者のＱＯＬ向上支援人材の育成

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ
ｰ ｼ ｮ ﾝ学部

・府看護協会と連携した府内病院看護職のﾘｶﾚﾝﾄ教育などを実施。
○子どもからお年寄りまでだれもが安全・安心ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ大阪
・患者や家族のＱＯＬ向上支援人材の育成

看 護 学 部

・府高齢介護室と連携した府民教養講座の実施や堺・南大阪地域学ﾌｫｰﾗﾑなど地域
に密着した研究活動を実施。

○子どもからお年寄りまでだれもが安全・安心ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ大阪
・高齢者等要介護者の生活支援人材の育成

人 間 社 会
学 部

・「ものづくり経営者養成特修塾」への講師派遣や府などからの地域課題解決型の
受託研究の実施などを実施。

○世界をﾘｰﾄﾞする大阪産業
・金融ﾋﾞｼﾞﾈｽ人材の育成

経 済 学 部

・「高校化学ｸﾞﾗﾝﾄﾞｺﾝﾃｽﾄ（市立大学との共催）」や「なかもず科学の泉」の実施など
理科離れ防止取組を推進。

○教育日本一大阪
・小中高への出前授業（理科離れに歯止め）

理 学 部

・関西圏唯一の獣医学科を擁する学部として、地域の動物医療の中核を担うとともに
感染症（鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等）研究を実施。
・創薬関係等の特許申請も多く、産業界の基盤技術を支えるとともに、緑地環境関係の
教育研究を通じて地域の環境や景観形成に助言するなど地域のまちづくりにも貢献。

○世界をﾘｰﾄﾞする大阪産業 ・ﾊﾞｲｵ戦略支援
○子どもからお年寄りまでだれもが安全・安心ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ大阪
・りんくうｷｬﾝﾊﾟｽ（獣医学科）での感染症（鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等）研究・対策
・熊取ｱﾄﾑｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸ構想（中性子によるｶﾞﾝ治療法研究）の推進
・食の安全・安心―食の知の拠点構想（共同大学院）

生 命 環 境
科 学 部

・地域産業の振興を目的にIT､ﾅﾉ､環境などの先端研究分野における研究活動を実施。

○世界をﾘｰﾄﾞする大阪産業
・ものづくり人材育成（産学協同による高度人材育成）
・環境、新ｴﾈﾙｷﾞｰ・ﾛｹｯﾄ関連等の次世代産業の共同研究
（ｼｬｰﾌﾟ・ｴｺﾛｼﾞｰ研究所、まいど1号）
○水とみどり豊かな新ｴﾈﾙｷﾞｰ都市・大阪
・ｴｺ燃料の普及・ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ社会の推進（廃棄物・下水汚泥の再資源化）
・次世代自動車用高性能蓄電ｼｽﾃﾑ技術開発
・ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ活用技術の創成 ・都市型未利用ﾊﾞｲｵﾏｽ活用ｼｽﾃﾑの実証
・低炭素型堺ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄのｴﾈﾙｷﾞｰと環境技術の開発

工 学 部

地域貢献における特色「将来ビジョン大阪」（府政)との関わりを有するテーマ
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第３章関係：学部ごとの詳細（５） ～財務状況～

26

1461,4931,1544,24111,7221,1041,4142104,77218,7567,500全 体

413384197462,4601,004―――4,0041,004
本 部 ・
図 書 館 等
（ 機 構含 ）

43026145523―153203728221
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ
ｰ ｼ ｮﾝ学部

86943261808―4133451,189389看 護 学 部

1365483481,357233217191,831775
人 間 社 会
学 部

145541244738―6238051,092834経 済 学 部

1089683811,044―104194851,592608理 学 部

171871748161,80398380206602,9971,158
生 命 環 境
科 学 部

396603351,3002,989―8351211,5555,3232,511工 学 部

その他
設備
備品等

管理費
教育
研究費

人件費
その他
収入

外部資金
（科研費直
接経費除）

入学
検定料

授業料
入学金

支出収入

支出収入学部別

（注）府立大学の19年度決算額

（単位：百万円）
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第３章関係：学部ごとの詳細（６） ～府内他大学における展開～

27

類似の展開を行っているのは、
大阪青山大、森ノ宮医療大、関西福祉科学大、
四條畷学園大、関西医療大、大阪河崎ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
大、大阪保健医療大、羽衣国際大の8大学。

阪大では、医学部（保健学科）で放射線
技術、検査技術を展開するが、展開の
ない分野。

市大では、生活科学部（食品栄養科学）を
除き、展開のない分野。

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ
ｰ ｼ ｮ ﾝ学部

類似の展開を行っているのは、
関西医療大(2009年学部設置) 、藍野大(2004年開
学)、太成学院大(2007年学部設置)、千里金蘭大
(2008年学部設置)の4大学。
(※2010年度新たに3大学が学部設置予定)

医学部保健学科で展開。
医学部看護学科で展開。
教員規模は、府大の約3分の１。
学生規模は、府大の半分程度。

看 護 学 部

類似の展開を行っているのは、
文学系：関西大、近畿大など21大学
社会学系：関西大、桃山学院大など7大学
福祉学系：追手門学院大、大阪体育大など13大学。

文学部、外国語学部、人間科学部で
展開。
教員・学生規模は府大の3倍程度。

文学部、生活科学部人間福祉学科で類似の
展開。
教員規模は、ほぼ同様。
学生規模は、府大が市大をやや上回る。

人 間 社 会
学 部

類似の展開を行っているのは、
追手門学院大、関西大、大阪学院大、大阪産業大、
大阪商業大、大阪経済大、近畿大、阪南大、
桃山学院大など16大学。

経済学部、法学部で展開。
教員・学生規模は市大をさらに上回る。

経済学部、商学部、法学部で展開。
教員・学生規模は府大の2倍程度。

経 済 学 部

類似の展開を行っているのは、
関西大(化学生命工･ｼｽﾃﾑ理工)、近畿大(理工)の
2大学。

阪大では、ほぼ類似の展開。
学生規模は、府大の2倍。

市大地球学を除き、ほぼ類似の展開。
教員・学生規模は、市大が府大をやや上回る。

理 学 部

農学系の展開はない。
(近畿大に農学部があるが、キャンパスは奈良)

阪大では、農学系の展開はなされてい
ない。

市大では農学系の展開はなされていない。
生 命 環 境
科 学 部

類似の展開を行っているのは、
関西大(環境都市工･化学生命工)、摂南大、
大阪電気通信大、大阪産業大、大阪工業大、
近畿大（理工）の6大学。

阪大では、工学部、基礎工学部で府大
の3倍規模で展開。

建築学、都市学は府大にない展開。
その他は類似展開であるが、分野・教員・学生
規模は市大が府大を相当下回る。

工 学 部

私学展開（大阪の私立大学）阪大展開大阪市大展開
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第３章関係：主な府の連携機関の概要

１２．８億円

公開講座（親子体験教室等）

出前授業、産学交流、公開授業
など

共同研究、受託研究

234,600円

84,600円

●総合工学ｼｽﾃﾑ学科（6コース）

機械ｼｽﾃﾑ、ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ、

ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ、電子情報、

物質化学、環境都市ｼｽﾃﾑ

●専攻科（4コース）

機械工学、電気電子工学、

応用化学、土木工学

１１６名（うち教員８５名）

※H21.4.1現在

２００名（専攻科：２０名）

寝屋川市

工業高等専門学校（S37～）

２２．３億円

（うち一般財源１９．４億円）

農林水産業者への現地指導・技術
講習会

企業からの依頼分析・試験

環境学習の推進、人材育成

国際協力機構（JICA)研修生の受
け入れ

共同研究、受託研究、技術相談

－

－

農林水産業分野、環境保全、食の
安全対策、環境監視など

１６８名（うち研究員６３名）

※H21.4.1現在

－

大阪市東成区、寝屋川市、

羽曳野市、岬町

環境農林水産総合研究所（H19～）

府内282,000円、府外382,000円－入 学 料

１８０．０億円

（うち運営費交付金１０８．１億円）

２０．０億円

（うち一般財源１６．６億円）
事 業 費 等
※ H 2 0 年 度

公開講座:参加数 30,184人

⑲26,350人※公立大1位

研究成果の実用化（ｼｬｰﾌﾟ「ﾍﾙｼｵ」
など）

技術講習会、技術支援マップ

作成、研究発表会、ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ
配信、人材育成業務

地 域 貢 献

共同研究267件(全国13位）

受託研究152件(全国27位）

※公立大1位

＊ｼｬｰﾌﾟ㈱と包括的連携締結

（H21.3.30）

調査研究等（基礎調査・課題解
決・実用化研究）

特別研究（産学官共同国等委託
等）、受託研究

研 究 業 務

535,800円－授 業 料

(7学部）

工学部、生命環境科学部、理学部、
経済学部、人間社会学部、看護学
部、総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部

機械、電気、金属、情報ｼｽﾃﾑ、

繊維皮革 など

学 部

（強みを有
する分野 ）

９３７名（うち教員７２３名）

※H21.5.1現在

１５３名（うち研究員１２８名）

※H21.8.1現在
職 員 数

１，３６２名（５５８名）－
入 学 定 員

（ 研 究 科 ）

堺市（他、羽曳野、泉佐野りんくうｷｬ
ﾝﾊﾟｽ）

和泉市（＊皮革試験所：吹田市）所 在 地

府立大学（H17～）産業技術総合研究所（S4～）

（注）下線あり：府立大学の専門分野と類似


